
 
平成 22 年 9 月 24 日 

 

平成２２年度経済危機対応・地域活性化予備費使用 
―新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策関連― 

 

総務省は、「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」の緊急的

な対応の具体策として、「「雇用」の基盤づくり」、「「消費」の基盤づく

り」、「地域の防災対策」に関連する施策を盛り込んだところ。 

今般の平成２２年度経済危機対応・地域活性化予備費使用は、これ

らの施策に必要な予算措置を講じるものである。 

 

予備費使用決定総額  ４０３．１億円 

 

「雇用」の基盤づくり 

 

○ 情報通信技術人材育成・活用事業        ５９．９億円 

・公共サービス分野（教育、福祉等）及び地場産業分野（観光、産直販売等）

におけるＩＣＴ利活用の取組を支援することにより、地域課題の解決の実現と

ともに、地域雇用を創出し、地域人材を有効活用 
 

「消費」の基盤づくり 

 

○ エコポイントの活用によるｸﾞﾘｰﾝ家電普及事業  ３３３．４億円 

・２０１１年７月に予定どおりアナログ放送を停波するため、エコポイントを

活用し、デジタルテレビの購入支援を実施 
 

「地域の防災対策」 

 

○ 緊急消防援助隊用資機材の整備   ９．８億円 

・放射性物質災害発生時における対応体制の強化等を図るため、全国の緊急消

防援助隊に放射性物質災害対応資機材を配備 

 

 
【本件連絡先】 
総務省大臣官房会計課 予算総括係 
担当：村瀬補佐、岡部係長 
電話：03-5253-5126(直通) 



地域に根ざした雇用創造を推進するため、公共サービス分野（教育、福祉等）及び地場産

「地域雇用創造ＩＣＴ絆プロジェクト」

地域に根ざした雇用創造を推進するため、公共サ ビス分野（教育、福祉等）及び地場産
業分野（観光、産直販売等）におけるＩＣＴ利活用の取組を支援することにより、学校と地
域の連携による教育、チャレンジドや育児期の親等の在宅勤務など地域課題の解決の実現と
ともに、地域雇用の創出、地域人材の有効活用を図る。

（所要額 ５９ ９億円）（所要額 ５９．９億円）

交付対象

・地方公共団体
・第３セクター ＮＰＯ法人 等

ＮＰＯ等によるＩＣＴ利活用地域 全国各地域
・第３セクタ 、ＮＰＯ法人 等

対象分野

・公共分野（教育、福祉、医療、介護、防災、防犯等）

・地場産業分野（観光、農産物の産直販売等） 総
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① １億円（自治体連携のみ２億円）
② 教育分野案件：５千万円（１校あたり）

交付額（定額）

① 地域のＩＣＴ人材雇用
② ＩＣＴ関連システム設計・構築・運用
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② 教育分野案件：５千万円（１校あたり）

（ソフトウェア開発等、ＳＥやプログラマー等
の人件費を中心に想定）

③ ＩＣＴ機器・設備 等
※③については、原則事業費の半額未満

充



【現状】 ○目的： ①CO2の削減、②経済活性化、③地上デジタル放送対応テレビの普及

家電エコポイント制度の延長

【現 】 目 ① 減、②経済活性 、③ 放送 普
（来年７月の地デジ完全移行に向けて、地デジ対応テレビの普及前倒しが必要）

○予算： 総額５，２６７億円（２２年度一次補正・二次補正 経産省・環境省・総務省の共同事業）
（うち、総務省予算１，４８４億円（テレビの上乗せポイント５％相当＝テレビのポイント原資の半分））

○対象 成 年 月 年 月 ま 購 た製品○対象： 平成２１年５月１５日～２２年１２月３１日までに購入した製品

【延長】 ○概要： エコポイント制度を来年３月末まで延長するとともに、より省エネ性能の高い家電に対象を限定

（省エネラベル４☆以上→５☆のみ）
○所要額： ３省で８８４．７億円（総務省分３３３．４億円）

冷蔵庫エアコン 消

家電販売店 家電エコポイント事務局
保証書
領収書

等

グリーン家電普及推進コンソーシアム
（株式会社電通、凸版印刷株式会社等６社）

＜交換商品のメニ ＞

テレビ

エコポイント申請
費

者

CO2削減

等 ＜交換商品のメニュー＞

①省エネ・環境配慮製品
②各都道府県の地域産品
③全国型の地域産品
④商品券・プリペイドカ ド

省エネ家電
の購入・買換

テレビ

エコポイント
交換商品

者
④商品券・プリペイドカード
⑤地域型商品券
⑥環境寄附

原資請求

国基金一般社団法人環境パートナーシップ会議

原資提供



放射性物質災害対応用資機材の整備

原子力施設、放射性同位元素（RI）取扱施設、放射性物質輸送時において災害が発

生した場合は 自治体単独で対処することが困難であり緊急消防援助隊による広域的

事業の概要

生した場合は、自治体単独で対処することが困難であり緊急消防援助隊による広域的
な応援体制が必要となる場合が多いことから、対応体制の強化及び隊員の安全管理を
図るため、緊急消防援助隊登録隊（1,517隊）に放射性物質対応資機材（放射線量率計
及び個人警報線量計）を配備するもの。及び個人警報線量計）を配備するもの。

イメージ図

 

【個人警報線量計】
隊員個人が着装し、活
動中に被ばくした線量

 

 

【放射線量率計】 （積算線量）を計測。一
定の線量になれば警
報を発報。

【放射線量率計】
活動現場の放射線の
強さ（単位時間当たり
の線量）を計測。の線量）を計測。

所要額所要額

９．８億円 （緊急消防援助隊登録隊1,517隊）
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